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1980年代の半ば以降、欧米を中心に広がりをみせている「ニュー・パブリック・マネジメント (New Public Manｭ
agement; NPM) 理論」について、経済学・経営学・行政学・会計学などの隣接する社会科学領域を包摂した学際
的観点からの理論・制度・実務への適用について学術的体系化を試みた日本では初めての研究文献である o NPM の
核心は、ビジネス・プロセス・リエンジニアリングにみられる民間企業の経営の新たな考え方・手法を公共部門へ導
入し、公共部門の効率化・活性化を図ることにあるo その基本的なコンセプトは、①経営資源の使用に関する裁量を
広げる (Let Managers Manage) かわりに業績/成果による統制 (Management by Results) を行う、②市場メ
カニズムの活用、③顧客主義への転換、④ヒエラルキーの簡素化である o
NPM 理論の具体的な適用を考えると、行政評価の難しさや評価結果のフィードパック手段の確保など公共部門な






米国 lCMA あるいは英国 DETR・ Audit Commission などの例があるo
このような海外先進事例との対比でみれば、個別手法の適用にとどまる「日本版 NPMJ の改革の方向性が示唆さ
れる。 NPM 理論はマネジメント理論であるが、明確なビジョンもこれを実現するための戦略を欠く日本版 NPM は
マネジメントではな L 、。日本版 NPM を変革するには、何よりもまずマネジメントの基本へ立返る必要がある。
論文審査の結果の要旨
マクロ経済の停滞、これに起因する財政赤字や累積債務問題、経済の成熟化・高齢化に伴う行政サービスへのニー












この目的を達成するため、本論文は次のような 7 章構成をとっている。第 1 章では、 NPM 理論の発生過程とその
基本的考え方を解説し、従来の政策科学との違いを明らかにしているo 第 2 章では、最も極端な改革手法ともいえる
公的企業の民営化について、この歴史的展開を踏まえながらその意味を論じている。第 3 章では、 NPM の基礎理論
とそれに基づくいくつかの改革手法 (PFI やエイジェンシーなど)についての概念を整理し、その適用状況を市場メ









にある o 現実的には、 NPM 理論にもとづく政府経営が行われはじめた段階であり、その実証がいま世界的な規模で
行われているものであり、理論の検証という点での課題が残されているが、財政改革の理論と実践をまとめたわが国
で初めての本格的な研究業績としては高く評価できる。以上の点から、本論文は博士(国際公共政策)に十分に値す
るものと判断される。
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